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論文

国際社会の北朝鮮人権に関する論議と 
北朝鮮内部における認識の変化

朴　賛洪　　・　　平間威一郎
（韓国北韓人権情報センター） （韓国北韓大大学院）

はじめに

国際社会における北朝鮮人権問題への関心の高
まりに伴い、国連では 2003 年から毎年、対北朝
鮮人権決議案が採択されてきた。2013 年に国連
人権理事会が北朝鮮人権に関する事実調査委員会
を設置し、2014 年の同委員会が国連に公式の報
告書を提出したことによって、北朝鮮の人権問題
はもはや干渉できない領域ではなくなった。同報
告書は、北朝鮮当局による人権侵害には「人道に
反する罪」が成立しているとの内容を含んでおり、
北朝鮮の最高指導者を直接、国際刑事裁判所に付
託するよう勧告している。これは、従前の国際社
会の圧力のレベルを大きく超える措置である。北
朝鮮は、かねてこのような国際社会の圧力に反発
して非難する一方で、体制維持に影響がないレベ
ルでは部分的に国際社会に協力してきた。しかし、
2014 年の状況の変化を受け、北朝鮮は国際社会
に対してこれまで以上に強硬な反応を示している。

これまで北朝鮮人権に関する研究は、韓国にお
いて比較的活発に展開されてきた。既存の研究は、
北朝鮮の人権状況の実態と問題点を説明し、これ
に対して国際社会の圧力のような外部から、また
は北朝鮮当局による上からの解決策の提示に焦点
を置いてきた（金富燦 2015; 徐輔赫 2013; 金根植 
2011; キム・イルギ 2011）。一方、北朝鮮社会の
人権意識改善のような内在的な変化に焦点を置く
研究は相対的に不十分であった（イ・ドンユン／
ペク・ジョンウン 2008; イ・ウォンウン 2007）。
後者の研究においても国際社会の圧力がどのよう
な経路を通じて北朝鮮社会の人権意識に影響を与
えるかを、関連文献の解釈を通じて説明するにと

どまっていた。これらを踏まえ、本稿では、国際
社会の圧力が北朝鮮社会の人権意識に変化を与え
得るのかについて、より精密な分析を試みたい。
北朝鮮の人権問題に関する国際社会の動きが北朝
鮮社会の人権認識にどのような影響を及ぼしたか
精査することは、国際社会における北朝鮮の人権
改善の努力が実際に北朝鮮の人権改善に肯定的な
影響を与えているか評価する意味を有する。また、
今後、北朝鮮内部における人権に関する状況の展
開を予測するのにも有用であると思われる。

本稿は以下の構成をとる。第 1 節では、国際社
会における北朝鮮人権論議を把握するため、国連
が採択した決議案の内容を概観し、特徴ごとに時
期を区分する。また、これに対する北朝鮮の基本
的な対抗論理について検討する。第 2 節では、時
期ごとに『労働新聞』に現れた「人権」の記事を
確認することにより、北朝鮮の反応とそれに伴う
北朝鮮社会の「人権認識」の変化を検証し、最後
に結論を導きたい。

1．	 北朝鮮の人権に関する国連の論議と北朝鮮の
対応

（1）国連における論議の展開
北朝鮮は、1981 年の「経済的、社会的及び文

化的権利に関する国際規約」（以下、「A 規約」と
いう）と「市民的及び政治的権利に関する国際規
約」（以下、「B 規約」という）に加入することに
より、国連を中心とする国際人権秩序に縛られて
いる（1）。米国は 1992 年、国連人権小委員会の第
44 回会議で北朝鮮の人権問題を提起したが、国
連を中心とする国際社会が北朝鮮の人権問題に関
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心を持つようになったのは 1990 年半ば以降で、
いわゆる「苦難の行軍」と呼ばれる深刻な経済難
による飢餓発生と北朝鮮離脱住民の増加によるも
のだと評価されている（2）。国連人権委員会（以下、

「人権委」という）における北朝鮮の人権問題に
関する議論の状況を見ると、次の通りである。

1993 年の人権委で北朝鮮の人権問題が初めて
取り上げられ、以降は毎年 6 回の会議で北朝鮮の
人権実態に対する議論が行われている。1997 年
の第 49 回国連人権小委員会では、北朝鮮の人権
状況に関する決議案が初めて採択された。同小委
員会の決議案採択後、北朝鮮の人権実態を調査す
るためにかなりの時間が要された。その後、2003
年に至り、第 59 回人権委員会で北朝鮮人権決議
案（以下「決議案」という）が採択され、2004
年から北朝鮮人権特別報告官が活動することに
なった。同年は、米国議会が北朝鮮人権法を採択
して北朝鮮人権特使を任命するなど、国際社会に
おいて北朝鮮の人権問題に積極的な動きが見られ
た年であった。人権委は 2003 年から 2005 年まで
毎年決議案を採択し、国連総会は 2005 年から、
人権理事会は 2008 年から毎年決議案を採択して
いる（表 1）。この時期で注目すべきなのは、決
議案の文面に入っている北朝鮮の人権問題に関す
る「懸念」と「要求」の水準である。人権委の決
議案とは異なり、国連総会の決議は、2005 年以

降に従前の「深い懸念」を「深刻な懸念」へと、
2006 年以降には従前の「要求」を「強い要求」
へと変更している。それまでとは異なり、国際社
会が北朝鮮の人権問題に対する深刻さを強調し、
これを解決するための圧力を一層強化した時期だ
と理解できる。

2012 年を前後して、国際社会は北朝鮮の人権
問題について、国際刑事責任の観点からアプロー
チする特徴を見せ始めている（3）。このための措置
として 2013 年に人権理事会は事実調査委員会

（Commission of Inquiry: COI）設立を決定し、2014
年 2 月に COI が最終報告書を発表して、国際社
会に北朝鮮の人権侵害問題への実践的な解決方法
に向けたアプローチを提示した。同報告書には、
北朝鮮で最高指導層による組織的で広範囲かつ重
大な人権侵害が発生していることを確認しており、
これはローマ規程第 7 条の規定により拘禁、強制
失踪、殺害、奴隷化、拷問およびその他の非人道
的行為、その他性暴力、迫害、強制移住などの「人
道に反する罪（crime against humanity）」を成
立させるという内容が含まれている。また、この
ような北朝鮮の人権状況について国際社会に保護
責任（Responsibility to Protect: R2P）があると
して、国連安全保障理事会による国際刑事裁判所

（International Criminal Court: ICC）への回付ま
たは特別裁判所の設置、国連人権高等弁務官事務

表1 国連総会、人権委（人権理事会）の決議案採択状況

国連総会 人権委員会（人権理事会）

会期 文書番号 採択日 賛成 反対 会期 文書番号 採択日 賛成 反対

60 A/RES/60/173 2005/12/16 88 票 21 票 59 E/CN.4/RES/2003/10 2003/4/16 28 票 10 票

61 A/RES/61/174 2006/12/19 99 票 21 票 60 E/CN.4/RES/2004/13 2004/4/15 29 票 8 票

62 A/RES/62/167 2007/12/18 101 票 22 票 61 E/CN.4/RES/2005/11 2005/4/14 13 票 9 票

63 A/RES/63/190 2008/12/18 94 票 22 票 7 A/HRC/RES/7/15 2008/3/27 22 票 7 票

64 A/RES/64/175 2009/12/18 99 票 20 票 10 A/HRC/RES/10/16 2009/3/26 26 票 6 票

65 A/RES/65/225 2010/12/21 106 票 20 票 13 A/HRC/RES/13/14 2010/3/25 28 票 5 票

66 A/RES/66/174 2011/12/19 123 票 16 票 16 A/HRC/RES/16/8 2011/3/24 30 票 3 票

67 A/RES/67/181 2012/12/20 無投票通過 19 A/HRC/RES/19/23 2012/3/22 無投票通過

68 A/RES/68/183 2013/12/18 無投票通過 22 A/HRC/RES/22/13 2013/3/21 無投票通過

69 A/RES/69/188 2014/12/18 116 票 20 票 25 A/HRC/RES/25/25 2014/3/28 30 票 6 票

70 A/RES/70/172 2015/12/17 119 票 19 票 28 A/HRC/RES/28/22 2015/3/27 27 票 6 票

資料：統一研究院『北韓人権白書 2015』p. 38 表Ⅱ -4、ODS
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所における後続措置履行組織の設置などを勧告し
た。同年 3 月の第 25 回人権理事会及び 12 月の第
69 回国連総会で COI 最終報告書の結論と提言を
ほとんど反映した決議案が採択され、2015 年の
第 70 回国連総会でもその流れは続いている。
2014 年と 2015 年の国連総会での決議案採択を通
じ、北朝鮮当局の責任者、とりわけ金正恩が刑事
処罰などのターゲット制裁（targeted sanctions）
の対象に含まれたことにより、国際社会の圧力は
大きく強化された。また、2014 年と 2015 年の決
議案には、以前に比べて明らかに多くの項目が追
加されており、国際社会の問題解決に向けた強い
意志を確認することができる。

これまでの国際社会における北朝鮮の人権に関
する議論の展開を概観すると、1990 年中盤以降
から現在まで、北朝鮮の人権問題に関する国際社
会の議論は拡大、深化していることが分かる。こ
れら議論の特徴を時期ごとにみると以下の通りで
ある。まず、人権委が決議案採択する 2002 年ま
では、国際社会が北朝鮮の人権問題に対して共感
を始めた時期だということができる。次に 2003
年から 2012 年までは、時間の経過に伴い程度の
差こそあるが、国際社会が北朝鮮の人権問題を懸
念して、その解決を促していた時期である。この
時期については更に 2003 年から 2004 年までと、
国連総会で採択が始まった決議において北朝鮮の
人権問題について「深刻な懸念」と「強い要求」
というこれまでと異なる語が使用されて国際的な
圧力の水準が一段と高まった 2005 年から 2012 年
までに区分することができる。そして 2013 年か
ら現在までは、国際社会が国際刑事責任の観点か
ら対北朝鮮圧力を大きく強化している時期と特徴
づけることができる。

（2）決議案の主な内容
決議案は、北朝鮮の人権問題に関して国際秩序

の尊重を促す一方、北朝鮮住民の人権侵害の実態
について懸念と改善に向けた要求を行っている。
2003 年以来、決議案は国連の公式文書として一
定の形式で構成されている（4）。一般的かつ定型的
な記述も一部にあるものの、時期ごとに北朝鮮の
人権に関する国際的な活動状況や問題意識を追加、

修正するとともに、北朝鮮当局への懸念、履行の
要求などへとつなげる形式で記載されている。決
議案は、大きく分けて総論と各論に区分される。
総論部分は共通的な記述と当該時期の状況の変化
に対する一般的な記述で構成されており、各論部
分は主要な内容を項目別に分けて記述されている。
この部分では当該時期の具体的な北朝鮮の人権問
題を直視しつつ「懸念（concern）」を表明した後、
北朝鮮の措置を「要求（urge）」しており、また、
決議文の最後には次回会合で北朝鮮の人権状況を
引き続き検討するという「決定（decide）」を含
んでいる。

北朝鮮人権決議案で提起される北朝鮮の人権問
題とその解決のための措置は、各論部分に記述さ
れている「懸念」と「要求」の内容を通じて確認
できる。その内容のうち、概ね生命権、身体の自
由、被拘禁者の人権、公正な裁判を受ける権利、
平等、居住・移転と旅行の自由、表現の自由など
に関連する項目は 11 項目であり（5）、北朝鮮に国
際人権秩序の尊重を促す部分などを除いた個別の
項目の 68.8％を占める。一方、健康権、勤労権と
教育権など A 規約に関連する項目は 4 つ、外国
人拉致問題に関する項目は 1 つとなっている。こ
れは、国際社会が北朝鮮の人権問題について、焦
点を主に B 規約への違反に置いているというこ
とを示すものである。また、北朝鮮の国際人権秩
序遵守に関する項目は 9 つに達し、国際社会が北
朝鮮の人権問題の改善に向けてかなりの圧力をか
けていることをうかがうことができる。以下では、
北朝鮮が締約国の地位または署名した人権条約に
基づき、B 規約、A 規約、児童の権利条約、女性
差別撤廃条約、障害者権利条約に関する決議案の
内容を順次見たのち、他の国際人権秩序遵守に関
する内容を検討する。

B 規約に関する決議案の内容は、第 1 に、北朝
鮮で行われている不法拘禁と拷問、処刑、適法手
続きの不在、良心犯への非人道的処遇と強制労働
の存在を指摘し、人権侵害行為を独立した裁判部
に回付できるよう保障して住民を保護すること、
政治犯収容所の即時廃止などを求めている（6）。第
2 に、北朝鮮へ追放されまたは  送還された難民、
強制送還されまたは帰還した脱北者に対する非人
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間的な制裁などの措置について人道的待遇を要求
するとともに、難民をもたらす根本的な原因を除
去し、人身売買などの難民搾取行為を犯罪化して
その被害者の行為を犯罪から除くように促してい
る（7）。第 3 に、表現の自由である思想、良心、集
会結社の自由と居住移転の自由が厳しく制限され
ており、平等な情報アクセス権などに制約がある
ことを深刻に懸念している（8）。第 4 に、社会階級、
出身などに基づいて分類する成分（songbun）制
度に基づく差別を指摘している（9）。

A 規約に関する決議案の内容では、第 1 に、住
民の深刻な栄養不良と衛生上の問題を提起し（10）、
北朝鮮内部の深刻な食糧不足に起因する慢性的な
栄養失調、特に妊産婦、幼児、高齢者の栄養失調
に対する深刻な懸念を表明している。第 2 にこの
ような懸念を受けて人道支援に関する公正な分配
の確保、食糧生産と分配政策などを図ることによ
り、食糧安全保障を確保するよう求めている。第 3
に、労働者の権利の侵害、児童に対する危険な労
働などの労働面での現状を指摘するとともに、こ
れを改善するための方法として国際労働基準の遵
守と国際労働機構への加入、協力を求めている（11）。

児童の権利条約、女性差別撤廃条約、障害者権
利条約などに関する決議案の内容としては、第 1
に児童について、前述した人権問題に注目してい
る。第 2 に女性の人権に関して、特に強制結婚、
人身売買、密入国、強制堕胎、性暴力、経済分野
などにおける性差別などを指摘する（12）。第 3 に
障がい者の権利や、障がい者に対して子供の数や
子供の年齢差についての自己決定権を制限してい
ることに深刻な懸念を表明している（13）。第 4 に
他国民の人権を侵害する強制失踪形態の外国人拉
致問題に対する国際社会の継続的な懸念を表明し、
早急な問題の解決を求めている。

一方、国際人権秩序の遵守に関する決議案の内
容としては、第 1 に人権機構に対する協力を促し
ている（14）。すなわち、人権状況特別報告官、人
権分野の国連機関、国際人権機関との協力を求め
るとともに、人権高等弁務官及びその事務所と人
権分野の技術協力活動への協力、国連国別チーム
などとの協力の促進（15）、人道支援や食糧分配の
監視等への自由なアクセスなどを個別の項目で言

及した。第 2 に、北朝鮮に対して人権条約履行の
措置と人権条約の批准、加入を求めている（16）。
第 3 に、北朝鮮当局に対して人権尊重と人権保護
などの措置を行うように促した。すなわち危機的
な人道的状況について、政府が予防及び救済措置
をとることやすべての人権及び基本的自由を完全
に尊重することを内容としている。

（3）北朝鮮の対応
国際社会が北朝鮮の人権問題の解決を求めたの

に際し、北朝鮮当局がとった基本的な対応を確認
する。このような対応を確認することで、北朝鮮
が人権問題について明らかにして来た公式的な立
場を確認する。

人権は共通の価値であり、国連はこのような普
遍的人権を保障するために国際人権規範を定めて
いる。しかし、実際に国際社会が国際人権規範を
実現するために個々の国に介入することに対して
は多くの論議があった。これまで国際社会の人権
論議は、大きく分けて人権の普遍性を強調する絶
対主義と特殊性を強調する相対主義、人道的介入
と国家主権の尊重に基づく不介入という相対する
立場で行われてきた。実質的には国家が人権保護
の主体に該当するが、国家が人権保護を放棄する
場合には問題となり得る。人権の普遍性と絶対性
を支持する場合には国際社会の介入に、人権の特
殊性と相対性を支持する場合には不介入に、それ
ぞれ重きを置くことになる。後者の場合、国際社会
の対応は国際協力レベルでの間接的圧力行使に留ま
り、直接的な制裁を加えることができなくなる（17）。

北朝鮮の人権問題に関する北朝鮮の主張も、こ
のような人権論議の範疇から理解することができ
る（18）。北朝鮮当局は、人権についての国際人権
規範を受け入れて国際的に保障されるべき権利で
あると認識しているが（19）、国際社会の問題提起
については国際政治的な問題として受け止め体制
維持の観点から批判的に対応し、人権に関しては
文化相対主義的な観点と国家主権優先の原則で論
理を展開している。以下では、いわゆる「我々式

（우리식）人権（인권）（20）」に代表される文化相対
主義の観点からの主張と、国家主権優先の観点か
らの主張を区分して検討する。このため、北朝鮮
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の文献の中でこのような北朝鮮当局の主張を反映
している論文として、『政治法律研究』（2003 ～
2015 年）、『金日成総合大学学報　歴史・法学』

（2000 ～ 2015 年）に掲載されたものでタイトルに
「人権」を含んでいる論文を調べる。また、これ
らの論文において引用されている金日成、金正日
の言及内容についても概観する。
（ア）調査対象文献について

調査対象論文のうち、タイトルに「人権」を含
んでいる論文は、『政治法律研究』に掲載された
11 編と、『金日成総合大学学報　歴史・法学』に
掲載された 7 編である（表 2、表 3）。このうち 9
編がタイトルに「米国」と示しており、米国に対
する批判的な内容が含まれている。一方、文化相
対主義の観点と国家主権優先の観点の主張を直接
記述した論文としては、それぞれ 1 編と 5 編が確
認された。これらの論文において主に引用されて
いる金正日の言及は、金正日選集 13 巻 477 ページ

（同増補版 18 巻 88 ～ 89 ページ）に記述された内
容である。
（イ）文化相対主義の観点及び国家主権優先の観点

からの主張
北朝鮮は、国際社会が提起する北朝鮮の人権問

題について、社会主義的特性及び北朝鮮という地
域的、民族的特性が考慮されるべきだと主張する
とともに、人権にも文化的相対主義が適用される
べきだという論理で対応している。文化的相対主
義は、北朝鮮が主張している「我々式人権」の概
念に投影されている。人権は国によってその基準
と保障形態が異なるが、「我々式人権」は主体思
想を土台に人権の基準と保障形態を定めたものだ
と説明する。すなわち、西側方式の人権概念とは
異なるという点を強調している。

人権基準は、あくまでも人民大衆の志向と要
求が反映されてこそ、国と民族ごとに歴史や習
慣、経済、文化の発展水準と生活方式が異なる
条件において当該国の人民の要求に合わせてそ
れぞれ異なるように設定されることになる。人
権を要求するのも人民であり、人権が保障され
るかされないかを判断するのもその国の人民自
身である（オ・ユンソン 2015: 44）。

一方、「我々式人権」論は、その正当化のため
の根拠として「国家主権」を用いている。実質的
に人権を保障する基本的な主体は国家であり、国
家を離れて人権を主張することはできないと主張
している。また、個別の国家は自国の実情に応じ
て社会制度を選択することができるのであり、他
の国家が強制的に特定の社会制度を強要すること
はできないという点を強調している。このような
北朝鮮の主張によれば、北朝鮮の人権状況に対す

表2 調査対象文献（『政治法律研究』）

掲載年 号 著者名 論文題名（訳）

2006 3 김완선 米帝国主義者たちが言いふらす「人権」
騒動の反動性

2006 4 엄성남 米国は他国人民の生存権を抹殺する人
権犯罪国家

2007 4 유명선 米国は世界最悪の女性人権蹂躙国家

2008 2 조일원 在日朝鮮人の人権を保障することは日
本当局の当然の国際法的義務

2010 3 리광혁 帝国主義者たちの「人権擁護」詭弁の
反動的本質

2011 2 엄성남 米国は国際人権蹂躙犯罪国家の元凶

2011 4 림성철 ブルジョワ人権論が騒ぐ思想の「自由」
に対する論議の欺瞞性

2013 2 진문길 社会主義法は我が人民の人権保障の法
的担保

2013 3 리영희 国際人権法の源泉

2014 3 석철원 人権の国際的保障問題が提起される歴
史的背景に対する理解

2015 4 오윤성 帝国主義者たちが騒ぐ「人権擁護」の
反動的本質

資料：『政治法律研究』2003 ～ 2015 年

表3 調査対象文献（『金日成総合大学学報 歴史・法学』）

掲載年 号 著者名 論文題名（訳）

2006 4 림동춘 米国は世界最悪の人権不毛地

2010 4 한영서 人権保障に関する国際法的制度に対す
る理解

2011 1 엄성남 米国は国家自主権と人権を侵害する世
界最大の犯罪国家

2011 2 장경일 米帝の反共和国「人権」騒動の侵略的
性格

2012 2 진문길 人権は社会的人間の自主的権利

2014 4 량봉선 米帝が騒ぎ立てる「人権擁護」の反動
性

2015 3 최일복 米国は世界最悪の人権蹂躙国家

資料：『金日成総合大学学報　歴史・法学』2000 ～ 2015 年
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る国際社会の圧力は北朝鮮の自決権を毀損するも
のであり、これはすなわち北朝鮮の人権を侵害す
る結果につながるのだという。

人権は国と民族の自主権を離れては考えられ
ない。外勢の支配を受ける国の人民は決して人
権が保障され得ない。人権は政治、経済、思想
文化をはじめとする社会生活のすべての分野で
人民が行使しなければならない自主的権利であ
る…人権の一番の敵は人民の自主権を蹂躙し

「人権擁護」の看板の下に他国の内政に干渉す
る帝国主義者である（金正日 2012: 88-89）。

人権の国際的保障問題を解決する上で重要な
のは、各国と民族が自主的立場に徹底して立っ
て人民大衆の人権を保障し、「人権擁護」の看
板の下に敢行される帝国主義者の内政干渉と支
配、侵略策動を粉砕するための共同闘争、協力
を強化することである（ソク・チョルウォン 
2014: 54）。

人権は本質において人民大衆の自主的権利で
ある。自主的権利を離れた人権はありえない。
自主的権利は…すべての分野で自主的な生を享
受する権利である。人民大衆の自主的権利は自
主的な国家政治によって担保される。政治的自
主権が保障されない国では人民の人権が保障さ
れることなく、むしろ蹂躙されることになる（キ
ム・ワンソン 2006: 451）。

人権保障の主体は徹底して各国の政権である。
この意味において人権はすなわち国権と呼ばれ、
それを当該国の政策と結びつけられることにな
るのである（ハン・ヨンソ 2010: 136）。

人権は本質において社会的人間の自主的権利
である…自主性を生命とする社会的存在として
の人間の真の生の権利が自主的権利であり、そ
れがすなわち人権である。人権は国家自主権に
よって保障される。人間の自主的権利は主権国
家の自主的権利の行使により担保される…国権
を失えば人権も失い生存権も失い自主権も失う

ことになるというのが複雑多端な今日の世界が
教える真理である（オム・ソンナム 2011: 125）。

帝国主義者が「人権擁護」を叫びながら、自
国人民の人権を弾圧して蹂躙すると同時に主権
国家の内政に干渉して人権を侵害することは盗
人猛々しい（チン・ムンギル 2012: 87）。

上記の内容を要約すると、北朝鮮当局は、国際
社会による北朝鮮の人権問題の提起は西欧式の人
権概念に基づくものに過ぎず、主権国家に対する
介入はむしろ人権問題を量産し得るというのであ
る。すなわち、国際社会が文化的相対主義を尊重
し、北朝鮮に介入しないことにより「我々式人権」
が保障され得るという。しかし、このような接近
方法は、北朝鮮内部で行われている深刻な人権侵
害の現実に対する合理的な反論または解決方法と
はなり得ない。結局、COI の「普遍的人権の侵
害に対する指摘」によって、国際社会は北朝鮮当
局の主張する「我々式人権」というものが体制維
持のためのスローガンに過ぎないという点をより
明確に認識することとなった。

2．北朝鮮社会における人権意識の変化

北朝鮮当局は、前述の公式論理を引き続き堅持
してきた。しかし、国際環境の変化、すなわち国
際社会が北朝鮮の人権問題に対する圧力の水位を
変えたことにより、北朝鮮の対応の様相も変化し
てきた。北朝鮮のこのような変化は、外形的には
国際社会に向けたものである一方、北朝鮮が体制
維持に対する脅威を深刻に認識したこととも深く
関係している。すなわち北朝鮮当局は、国際社会
の圧力に対して、時には法を制定・改正したり国
際社会の要求に協力（21）する姿を見せたりしたが、
北朝鮮内部に向けては一貫して国際社会の主張を
否定し、その不当性を強く批判してきた。

以下では、国際社会の北朝鮮の人権問題提起に
対する北朝鮮の対応過程において、住民に対する
宣伝扇動の推移を検討することにより、環境の変
化が北朝鮮社会における人権認識の構図に影響を
与えたか否かを確認する。このため、『労働新聞』
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の「人権」に関する記事を調査する（22）。『労働新聞』
に「人権」の内容の記事が掲載されたのは、当時、
人権に関する宣伝扇動が必要だったことによるも
のと理解され、「人権」記事の頻度が多い時期ほど、
北朝鮮が人権問題を重要な問題として扱っている
ことを間接的に示唆する。したがって、報道回数
の変化を調査し、記事の内容を、米国、韓国、国
際社会、日本と、北朝鮮内の宣伝と扇動（23）に区
分（24）することにより、北朝鮮当局の対応の様相
を確認する。本稿では、1990-2014 年まで「人権」
をタイトルに含む『労働新聞』の記事を全数調査
しており（25）、国際社会の圧力の変化が北朝鮮の
人権認識に与える影響を分析するため、前述の
1．（1）後段で整理した期間区分を活用した。

（1）時期ごとの特徴
（ア）国際社会の共感形成期：2002 年以前

1990 年代の『労働新聞』に掲載された「人権」
記事は年間平均 16.5 件であったが、2000 年以降
減少し、2002 年には 10 件のみであった。その内
容は米国に関する記事が半数を占めており、続い
て韓国、北朝鮮内部宣伝用の記事の順となった。
1997 年に第 49 回国連人権小委員会の決議案が採
択された後、北朝鮮の人権実態の調査に特別な進
捗がなかった時期である。したがって、北朝鮮当
局としても特別な反応を示さなかった時期である
ととりまとめることができる。
（イ）国際社会の解決要求期（1）：2003～2004年

国際社会が人権委決議案を採択し始めた 2003
年は、2002 年に比べて 2 倍以上の記事を報道し、
2004 年には 67 件の記事が確認できた。この時期
は、北朝鮮人権特別報告官の活動開始、米国の北
朝鮮人権法制定など、2004 年にあった国際社会
の北朝鮮人権に関する動きと密接な関連があった
ものと思われる。その内容としては、米国の人権
の実情や侵略性、北朝鮮人権法の不当性などに関
する米国に向けた記事が 73％を占める特徴を示
している。一方、人権委の決議案採択を認識し、
国際社会に向けた北朝鮮内部機構の動きについて
の記事の比重も従前の時期の 5.9％から 9.0％に増
加している。

（ウ）国際社会の解決要求期（2）：2005～2012年
国連総会で決議案が採択され始めた 2005 年か

らは、国際社会が北朝鮮の人権問題に対する深刻
さを強調し、これを解決するための努力を本格的
に進めてきた時期である。2004 年に続いて 2005
年と 2006 年にそれぞれ 63 件、49 件と比較的多
くの記事が確認される。しかし、その後 2007 年
から 2011 年までの記事数は平均 25.2 件と減少傾
向を見せており、2012 年に再び増加傾向に転換
し た。 こ れ は、2005 年 の 国 連 総 会 決 議 案 が、
2012 年まで特別異なる措置を含まなかったこと
によるものと理解される。一方、従前の時期のよ
うに米国に関する記事が 75.8％を示しており、依
然として米国に対する批判的内容が主をなしてい
る。この時期の特徴としては、人民武力部におけ
る軍人決起集会の開催（『労働新聞』2005 年 3 月
3 日）、「自主権を離れた人権、力に守られない人
権というのは妄想であり、物理的な力で立ち向か
うことだけが人権擁護の唯一の選択肢である」

（『労働新聞』2005 年 4 月 1 日）という扇動的な
内容の記事が登場した。
（エ）圧力拡大期：2013 年以降

2013 年から国際社会は、それまでと異なり、
国際刑事責任のような具体的な措置を議論し、
2014 年に国連総会で決議として採択し、北朝鮮
に対する圧力を大きく強化しており、『労働新聞』
の記事も、2012 年の 27 件から 2013 年に 59 件と
倍以上に増加した。特に、これらの措置で金正恩
を直接、国際刑事裁判所に回付できるようにした
ことにより、北朝鮮当局の緊張感はこれまで以上
に高まっており、2014 年には『労働新聞』の記
事が 181 件を記録する様相を見せている。タイト
ルに「人権」が示されていない記事でも人権に関
する言及が多く含まれていることを勘案すれば、
北朝鮮当局が人権問題を深刻な当面の課題として

表4 「人権」記事の報道回数推移

年 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002

回数 20 31 17 18 23 19 9 5 10 13 17 12 10

年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

回数 22 67 63 49 29 33 30 19 15 27 59 181

資料：『労働新聞』から筆者作成
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認識した時期であるとまとめることができる。内
容面でも以前とは異なり、国際社会に向けた記事
が 18.8％を記録して大幅に増加し、扇動的な記
事（26）の数も 5.4％で、以前に比べて明らかに増加
した。同期間中は、第 1 面を割くなど人権関連の
記事の比重も大きく浮上した姿を見せている。

（2）分析結果
以上の分析結果を総合すると、北朝鮮の人権問

題に対する国際社会の圧力が強化されるほど、北
朝鮮当局がとる北朝鮮内部の宣伝扇動も拡大され
たとまとめることができる。『労働新聞』の報道
回数は、2000 年以降、傾向的に大きく増加して
いる。特に、国際社会が以前よりも圧力レベルを
強化していた時期には関連記事の数も大幅に増加
しており、国際社会における国際刑事責任のよう
な具体的な措置に対して北朝鮮の反応が最高潮に
達した点が特徴である。これは、北朝鮮の人権に
対する国際社会の圧力変化が直接または間接的に
北朝鮮の反応、すなわち北朝鮮内部の宣伝扇動強
化につながったものと解釈される。これとともに、
人権問題に関して北朝鮮における最近の注目すべ
き変化は、金正恩政権発足後には北朝鮮当局の人
権改善に向けた措置も一部確認されるという点で
ある（27）。

北朝鮮当局が国際社会の人権議論に対応して示
してきた批判的な報道は、逆説的に、これまで関
心の領域外にあった「人権」について、住民はも
ちろん、社会指導層の人権認識を一層高める契機
となった。北朝鮮当局の「我々式人権」宣伝とと
もに北朝鮮社会全般に人権意識が拡散しており、
このように拡散された人権認識が、北朝鮮の住民

自らが人権問題の被害者であることを自覚する影
響を及ぼすことになる。このような現象は、2014
年から 2016 年に脱北した北朝鮮離脱住民と深層
面接調査を行った結果からも確認できた。国際社
会の圧力による北朝鮮当局の人権改善措置と、北
朝鮮社会の人権認識拡散現象に関する面談内容を
示せば次の通りである。

〈北朝鮮当局の人権改善措置に関する内容〉

（2005 年穏城郡）保衛部拘留場では、隣の人
と話すとかしても警護員たちに見つかれば「ポ
ンプ（座っては起立）」100-200 回をさせられた
り、殴られたりするのを見ました。20 日程度
して、当時、中央党の検閲があったのですが、
人権侵害に関する検閲も行われたことを覚えて
います。そのためか、そう強く（処遇）されま
せんでした（金氏、2016 年面談（28））。

（2012 年～ 2013 年に）私が前巨里教化所（咸
鏡北道清津市）に行ってから 4 か月の間は、人
権（蹂躙）がひどかったので、本当に人々がた
くさん死にました。2013 年 1 月に金正恩が 1.8
方針を下し、99％間違っていても 1％改善しよ
うとすれば助けてやれと言って、かなり良く
なったんです…私も死なずに生きられました。
金正恩の方針は零下 40 度または雪が降れば仕
事に送るなと…（柳氏、2016 年面談（29））。

〈北朝鮮社会の人権認識拡散に関する内容〉

北朝鮮の人々も自分たちの新聞を通じ、人権
を取り上げて大きな騒ぎになっていることを聞
いています。数十年間の人権迫害を受けていま
すが、私たちは人権について話をすることを考
えることすらできません。しかし、今ではかな
り変わってきています。今や北朝鮮の人も目を
覚まして、なぜこの人（金正恩）のために生き
なければならないのかと考えています（韓氏、
2015 年面談（30））。

最近「人権」についてあまりにも騒ぎ立てる
から、最近では死なない。（かつては）一日寝
たら「誰が死んだ」と、こんな感じでした。
1998 年から 2002 年までは銃殺を非常に多くや

表5 「人権」記事の内容別構成比

区分 1990-2002 2003-2004 2005-2012 2013-2014

米国 48.5％ 73.0％ 75.8％ 56.7％

韓国 27.9％ 6.7％ 9.8％ 12.1％

国際社会 5.9％ 9.0％ 6.4％ 18.8％

日本 5.9％ 4.5％ 3.8％ 0.8％

（宣伝） 11.8％ 5.6％ 3.4％ 2.0％

（扇動） 0.0％ 0.0％ 0.8％ 5.4％

資料：『労働新聞』から筆者作成
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りました。それ以降は減ってきましたが、金正
恩になってからは銃殺がありませんでした。労
働者の銃殺はなかったですが、張成沢や高い地
位の者だけが銃殺されたという話を聞きました

（文氏、2016 年面談（31））。

金日成が死んだ後には政治が汚いと知りつつ
も兄弟の間でもそのようなことを言えなかった
が、私たち会寧（地域の人々）は気が合いそう
ならば金正恩の話をみんな話すというわけです。
最近は言葉の反動（政権批判）は全然大丈夫で
す（問題になりません）。保衛指導員たちもす
べて知っているし、彼らもひそひそ話していま
す（咸氏、2015 年面談（32））。

本研究の分析対象からは除外したが、北朝鮮社
会の人権意識拡散には『労働新聞』のような公式
メディアによるもの以外にも、北朝鮮に流入した
CD-R、USB 記録媒体のような非公式媒体の影響
を看過できない（33）。これに関する実態調査の結
果を見れば、北朝鮮において北朝鮮住民たちが韓
国の映像等に接触する経験が増えており、これに
よって北朝鮮住民らが韓国に対するあこがれと北
朝鮮に対する否定的認識の増大という反応を示し
ていることが分かる（都京玉他 2015: 217）。

結局、上記のような調査結果は、国際社会の圧
力が北朝鮮当局の公式媒体による宣伝扇動という
中間経路を経て北朝鮮社会に人権意識を拡散させ
る原因を提供する一方、北朝鮮社会が自ら人権問
題を自覚する影響を及ぼしていることを物語って
いる。また、このような分析結果に対し、金正恩
政権の権力基盤安定化のための「親人民的リー
ダーシップ」、非公式媒体等による外部情報流入
の増加などの環境的な特殊性が及ぼす影響を排除
できない。

おわりに

国連で北朝鮮の人権問題の議論が始まってから
既に 20 年が経過した。2003 年以降は毎年、国連
レベルの決議案が採択されており、国際社会では、
北朝鮮の人権問題の深刻性に共感し、北朝鮮の人
権改善のために北朝鮮への圧力を持続的に増加さ

せてきた。これに対して北朝鮮は、文化相対主義
的な観点から「我々式人権」を強調するとともに、
国家主権が失われれば人権を主張することができ
ないという国家主権論的立場で対抗している。
2000 年以降に発表された北朝鮮内部の論文を調
査した結果では、これらの基本的な対応の論理が
一貫して維持されていることが確認できた。

北朝鮮は、これらの基本的な対応論理に基づい
て国際社会の主張を否定し続けるとともに、その
不当性を強く批判してきた。2012 年を前後して、
北朝鮮の人権問題を国際刑事責任の観点からアプ
ローチするなど国際社会の北朝鮮に対する圧力が
大きく強化される中、北朝鮮はかつてよりも強硬
な反応を示している。これらの反応の特性に着目
して、北朝鮮住民に対する宣伝扇動の推移と内容
を、国際社会の圧力レベルに応じた時期に分けて
分析した。対内外的政治宣伝と扇動的機能を担う
最も代表的な文献と評価される『労働新聞』の「人
権」の記事を利用した結果、北朝鮮の人権問題に
対する国際社会の圧力が強化されるほど、北朝鮮
内部の宣伝扇動も拡大されたことが分かり、北朝
鮮当局の人権改善措置も一部確認された。すなわ
ち、北朝鮮の人権に対する国際社会の圧力の変化
は、北朝鮮内部の宣伝扇動の拡大、人権改善措置
と直接または間接的な関係があるものと解釈され
る。例えば、北朝鮮住民が非公式媒体を通じて韓
国など外部の情報に接触する経験が増加し、金正
恩政権が権力基盤の安定化のために極端な人権蹂
躙行為を自制する状況において、北朝鮮当局の

「我々式人権」宣伝が北朝鮮社会全般に人権意識
を拡散させ、このように拡散された人権認識が、
北朝鮮の住民自らが人権の被害者であることを自
覚するのに影響を与えることが確認された。

以上のような結果は、国際社会の圧力強化が北
朝鮮社会の特殊な環境変化と結びつき、直接また
は間接的に北朝鮮の人権を改善するために肯定的
な影響を及ぼしていることを示唆しており、今後、
北朝鮮の人権問題の解決に近づくうえで、北朝鮮
社会の人権意識の拡散が、北朝鮮の人権状況を改
善させる内在的動因になり得るという点も十分に
考慮すべきだろう。
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（新聞：朝鮮語）
『로동신문』［労働新聞］1990 年～ 2014 年各号。

（国連文書：英語）
E/CN.4/RES/2003/10 (2003)
E/CN.4/RES/2004/13 (2004)
E/CN.4/RES/2005/11 (2005)
A/RES/60/173 (2006)
A/RES/61/174 (2007)
A/RES/62/167 (2008)
A/RES/63/190 (2009)
A/RES/64/175 (2010)
A/RES/65/225 (2011)
A/RES/66/174 (2012)
A/RES/67/181 (2013)
A/RES/68/183 (2014)
A/RES/69/188 (2015)
A/RES/70/172 (2016)

（1）以後、北朝鮮は 1990 年に児童の権利条約を批准、
2001 年に女性差別撤廃条約に加入し、現在、4 つの
国際人権条約の締約国となっている。

（2）이무철（2011: 158）。
（3）ただし、北朝鮮はローマ規程（Rome Statute of the 

International Criminal Court）の加入国ではないた
め、国連安全保障理事会の決議により国際刑事裁判
所（ICC）に付託し得る。

（4）Official Document System（ODS）上の DB を活用
して、2003 年から 2005 年までの人権委の決議案と
2005 年から 2015 年までの総会決議案の内容を調査
した。

（5）児童、女性、障害者の権利に関する 4 項目もすべ

て B 規約に関する人権侵害を主に指摘しているので、
これを合算した結果の値である。

（6）2005 年の第 61 回人権委員会決議案に「公正な裁判
の保障及び司法の独立など適法手続きや法治の不在」
という表現が追加され、2008 年の第 63 回総会決議
で独立裁判所回付を求める内容が個別の項目とし
て記述された。一方、2012 年の第 67 回総会決議で
は個別の項目として「政治犯収容所（political prison 
camp）」を分離して記述している。また、2015 年の
第 70 回総会決議案は、政治犯収容所の即時閉鎖とす
べての政治犯を遅滞なく無条件に釈放するよう求め
る内容を同項目に追加記載した。

（7）2007 年の第 62 回総会決議案で「難民をもたらす根
本的な原因」以下の部分を追加し、2009 年第 64 回
総会決議で北朝鮮難民と関連して、1951 年の難民の
地位に関する条約と 1967 年の選択議定書上の義務を
完全に履行することをさらに促している。

（8）2007 年の第 62 回総会決議案で「意見及び表現の自
由を行使した個人またはその家族を迫害することに
より」と修正し、居住移転の自由に関する内容を別
項に分離した後、「許可なく国外旅行を行うか試みた
個人及びその家族に対する処罰」を記述することに
よって連座制を指摘している。

（9）2014 年の第 69 回総会決議に別途の項目として追加
された内容である。

（10）2007 年の第 62 回総会決議案で「女性、子ども、
高齢者」などの脆弱階層が明示的に追加された。

（11）2004 年の第 60 回人権委員会決議案では、国際労
働基準の準拠に加えて、国際労働機構への加入など
を追加し、2015 年の第 70 回総会決議で国際労働機
関の加盟国になることに関する規約を変更するよう
求めた。一方、2007 年の第 62 回総会決議案では、
労働者の権利侵害などを深刻な懸念項目として別途
記載している。

（12）2004 年の第 60 回人権委員会決議案で「女性の人
権と基本的自由に対する継続的な侵害」に加えて「特
に人身売買を通じた性売買または強制結婚、民族的
動機による誘導分娩または自然分娩中に行われる強
制堕胎、警察拘禁機関及び強制労働収容所における
送還された妊婦の嬰児殺害」を追加した。その後、
2007 年の第 62 回総会決議案で「密入国と性差別」
が追加され、2009 年の第 64 回総会決議で性差別の
領域を具体的に「経済分野など」における性差別と
修正した。

（13）2003 年の第 59 回人権委員会決議案で障がい児に
対する虐待と処罰が懸念されると言及があった。

（14）2007 年の第 62 回総会決議案では「他の国連人権
機構にも協力すること」という表現を追加すること
により、国連人権機構をはじめとする関連の規定等



80	 現代韓国朝鮮研究 第 16号（2016.11）

による措置などにも包括的に適用されるようにした。
（15）2010 年の第 65 回総会決議で国連国別チーム及び

開発機構との協力を促進し、国際モニタリング及び
評価手続きに準拠してミレニアム開発目標（the 
Millennium Development Goals）の達成を促進する
ことを含む民間人の生活条件を求めた。

（16）2003 年から 2005 年の人権委員会決議案と 2005 年
の第 60 回総会決議案に要求事項として明示されて以
降は別途の言及がなかったが、2011 年の第 66 回総
会決議で再び明示的に要求している。

（17）不干渉の根拠規定として国連憲章第 1 章、第 2 条
第 7 項が提示されている。しかし、同じ規定の但し
書きで平和に対する脅威、平和の破壊、侵略行為に
対する例外を認めていることから、結局、人権問題
を平和への脅威または平和の破壊行為と見るのかに
ついては、依然として解釈の領域にある。一方、国
連が「保護責任（responsibility to protect）」の原則
を採用することにより、国が人権保護を怠ったり自
ら人権を侵害した場合、不干渉原則よりも保護責任原
則を優先することになったという点も注目に値する。

（18）朝鮮人権研究協会報告書のうち「2）人権に対す
る共和国の見解と立場」の下位項目でも「①人権は
自主的権利、 ②真の人権の体現者は人民大衆、 ③人
権は国権、④基本人権と人権基準」を置いている。
①～③と④はそれぞれ、国家主権優先の原則と文化
相対主義的な観点から記述している（조선인권연구

협회 2014: 7-10）。
（19）조선인권연구협회（2014: 13）。
（20）「我々式人権」という用語は、『労働新聞』1995 年

6 月 24 日付から具体的に登場し始めた（이무철 2011: 
150）。

（21）国際人権協約の義務条項に基づいて国家報告書を
提出したり、体制に脅威を与えない非政治的なもの
であるときには国連人権機構の関係者を北朝鮮に招
請または訪朝を承認、国連との技術協力を受け入れ
たりした（이무철 2011: 159-160）。

（22）『労働新聞』は対内外的政治宣伝と扇動的機能を
行う最も代表的な文書であり、北朝鮮政権と党の立
場を最も権威をもって伝達する媒体として「現在性」
と「事実性」を同時に担保することができる最も有
用な材料ということができる（고유환 2006: 25-26）。

（23）北朝鮮の整理によれば「宣伝とは首領の革命思想

とその具現である党の路線と政策を理論的に解説し
悟らせてくれる思想教育事業をいい、扇動とは群衆
の気勢を高め彼らを当面の革命課業遂行に直接呼び
起こす政治事業をいう」（사회과학원 김일성주의연

구소 2005: 475）。
（24）記事の内容に区分項目が重なっている場合には記

事が焦点を置いている項目として分類した。
（25）韓国慶南大学校極東問題研究所のデジタルアーカ

イブに収録された情報（1990-2013 年）を活用し、
2014 年に報道された記事は『労働新聞』を直接参照
した。

（26）2013 年以降、「扇動」に分類された記事の数は合
計 13 件で、このうち 7 件が 2014 年 11 月に集中して
いる。

（27）金正恩は政権継承の正当性を確保し、不安定な権
力基盤を安定化するために「親人民的リーダーシッ
プ」を示す過程において、公開処刑のような極端な
人権蹂躙行為を自制するものと推定される（김일

기ㆍ이수식 2013: 93-94）。
（28）北朝鮮離脱住民・金氏は、北朝鮮で咸鏡北道に居

住し無職であったが、2015 年に北朝鮮を脱出。2016
年 2 月 15 日に深層面接を実施。

（29）北朝鮮離脱住民・柳氏は、北朝鮮で両江道に居住
し工業原料生産基地の労働者であったが、2016 年に
北朝鮮を脱出。2016 年 6 月 7 日に深層面接を実施。

（30）北朝鮮離脱住民・韓氏は、北朝鮮で咸鏡北道に居
住し密輸業に従事していたが、2015 年に北朝鮮を脱
出。2015 年 12 月 14 日に深層面接を実施。

（31）北朝鮮離脱住民・文氏は、北朝鮮で人民班長をし
ていたが、2015 年に北朝鮮を脱出。2016 年 2 月 15
日に深層面接を実施。

（32）北朝鮮離脱住民・咸氏は、北朝鮮で咸鏡北道に居
住し農場員として働いていたが、2015 年に北朝鮮を
脱出。2015 年 11 月 23 日に深層面接を実施。

（33）韓国の国際研究機関が 2010 年、韓国に入国した
すべての脱北者について実施した設問調査結果によ
れば、人権意識の形成において最も大きな影響を与
えた要因として「講演及び学習」20.7％、「外部情報」
19.5％、「学校教育」17.1％、「北朝鮮文献」8.5％、「無
回答」34.1％が挙げられた。このうち「外部情報」は、
CD、USB 記録メディアなどを通じた非公式ルート
によるものを含む（이금순ㆍ전현준 2010: 41）。




